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貸 借 対 照 表  
（平成１８年３月３１日現在） 

　　　　資　産　の　部　　　　 　　　　負　債　の　部　　　　 

　　　　資　本　の　部　　　　 

金　　　額 科　　　目 金　　　額 科　　　目 

８９２,９５０ 
１,８８２,０９６ 
１,３９１,２２１ 
５０,６５３ 

１,００４,３３６ 
３０,８５２ 
４７,９１６ 
１,４３１ 

１０５,２３４ 
１２１,７２０ 
３６,７９６ 

△       ６３,４０４ 

１,５５８,０３１ 
１９６,１５５ 
１,６１３,０６８ 
４１,７９７ 
１８０,６５５ 
９,１６３,３７６ 
２９,５５８ 

流  動  資  産 

固  定  資  産  
有形固定資産 

無形固定資産 

流  動  負  債 

固  定  負  債 

資　本　金  

資  本  合  計  

資本剰余金  

利益剰余金  

資 本 準 備 金  

自己株式処分差益 

当期未処分利益 

利 益 準 備 金  
任 意 積 立 金  

その他資本剰余金 

負 債  合  計  

現金及び預金  
受 取 手 形 
売 掛 金  
商 品  
製　　　　品  
原　 材 　料 
仕 掛 品  
未成工事支出金 
貯 蔵 品  
繰延税金資産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

支 払 手 形  
買 掛 金  
短 期 借 入 金  
１年以内返済予定長期借入金 
未 払 金  
未 払 費 用  
未払法人税等  
未払消費税等  
前 受 金  
預 り 金  
設備関係支払手形 
賞 与 引 当 金  

長 期 借 入 金  
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
そ の 他  

建 物  
構 築 物  
機械及び装置  
車 両 運 搬 具  
工具器具備品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  

特 許 権  
ソフトウェア  
電 話 加 入 権  
水道施設利用権 

投資その他の資産 
投資有価証券  
出 資 金  
長 期 貸 付 金  
保 証 金  
保 険 積 立 金  
長期前払費用  
そ の 他  
繰延税金資産  
貸 倒 引 当 金  

５,５０１,８０６ 
１,６８８,９５８ 
５５６,２２９ 
５,３００,０００ 
６９２,０００ 
１１８,４４７ 
３９４,５５９ 
２６３,１２８ 
１５,３２６ 
５,６３８ 
１３,０１５ 
２１５,４１５ 
１７５,７４２ 

９,４３８,４６１ 

９８１,０００ 
７０,７７６ 
６４１,６９２ 
１,０００ 

１,６９４,４６８ 

２,６４０,３５０ 
５７ 
５７ 

１,８１７,３５０ 

１３３,１０３ 
△         ５,７０３ 
８,２１０,３０５ 

 

２,６４０,４０７ 

１１０,１６３ 
２,１１６,３４３ 
４１,７３３ 
２４,６０９ 

２,０５０,０００ 
１,３９８,６４１ 

３,６２５,１４７ 

１１,１３２,９２９ 

１３,８４１,４２７ 
１２,７８２,６４２ 

３,１２５ 
２３,２９７ 
３,３０１ 
４,５１６ 

４４０,７７６ 
２７,６３０ 
１４１,２４４ 
５７,５５４ 
１４６,５３９ 

５７２ 
１７５,４５５ 
３２７,８００ 

△     ２９３,０２７ 

３４,２４０ 

１,０２４,５４５ 

１９,３４３,２３４ １９,３４３,２３４ 

特別償却準備金 
固定資産圧縮積立金 
別 途 積 立 金  

株式等評価差額金 
自 己 株 式  

資　産　合　計 負債・資本合計 

（単位：千円） 
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損　益　計　算　書 

（　　　　　　  ） 平成１７年４月１日から 
平成１８年３月３１日まで 

（単位：千円） 

金　　　　　額 科　　　　　　　目 

経

常

損

益

の

部

 

特

別

損

益

の

部

 

営 業 費 用  

営 業 収 益  

営　　業　　利　　益 

経　　常　　利　　益 

営 業 外 収 益  

営 業 外 費 用  

売　　　　上　　　　高 

売 上 原 価  
販売費及び一般管理費 

受取利息及び配当金  
その他の営業外収益  

特 別 利 益  
固 定 資 産 売 却 益  
貸 倒 引 当 金 戻 入  

特 別 損 失  

８,１５８ 

２５８,９６１ 
固 定 資 産 除 売 却 損  
ゴルフ会員権評価損  
貸 倒 引 当 金 繰 入  
減 損 損 失    
そ の 他 特 別 損 失  

支 払 利 息    
手 形 売 却 損    
新 株 発 行 費    
その他の営業外費用    

営
業
損
益
の
部 

営

業

外

損

益

の

部

 

９,３８４,３３８ 
１,９３８,９４１ 

 ６,５４６ 
３１,２１９ 

 
６０,６３０ 
１２,３４２ 
１７,４３０ 
 １７,３０４ 

１５８ 
８,０００ 

２,２９９ 
２,０００ 
１１,０００ 
２０３,８１８ 
３９,８４３ 

   １２,２８９,５６５ 
   １１,３２３,２７９ 

４４６,２３７ 
△     １３９,７０２ 

３７,７６６ 
 
 

１０７,７０７ 

９６６,２８５ 

８９６,３４４ 

６４５,５４２ 

１,１０６,５６８ 
４６,９３４ 

３３９,００７ 

１,３９８,６４１ 

税 引 前 当 期 純 利 益  
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税  
法 人 税 等 調 整 額  
当 期 純 利 益  
前 期 繰 越 利 益  
中 間 配 当 額  
当 期 未 処 分 利 益  
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１．　重要な会計方針 
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法 
　　　　　関 連 会 社 株 式････････移動平均法による原価法 
　　　　　その他有価証券 
　　　　　　時価のあるもの････････決算日の市場価格等に基づく時価法 
 　　　　　　　　　　　　　　　　  （評価差額は全部資本直入法により処理し、 
　　　　　　　　　　　　　　　  　  売却原価は移動平均法により算定） 
　　　　　　時価のないもの････････移動平均法による原価法 
（２）　たな卸資産の評価基準及び評価方法 
　　  ①　  製品及び仕掛品･･････････月次総平均法による原価法 
　　  ②　  原材料･･････････････････月次総平均法による低価法 
　　  ③　  商品及び貯蔵品･･････････先入先出法による低価法 
　　  ④　  未成工事支出金･･････････個別法による原価法 
（３）　固定資産の減価償却の方法 
　　 ①　  有形固定資産････････････定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に 

取得した建物（附属設備を除く）については 
　　　　　　　　　　　　　　　　    定額法）を採用しております。 
　　　　　　　　　　　　　　　　    主な耐用年数は次のとおりであります。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　建　　　　物　  １５年～５０年 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　　７年～１２年 
　　  ②　  無形固定資産････････････定額法を採用しております。 
 　　　　　　　　　　　　　　　　   なお、自社利用のソフトウェアについては、 
                     社内における利用可能期間（５年）に基づ 
  　 いております。 
（４）　引当金の計上基準 
　　 ①      　　　　   ･･････債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債 
  　　　　　　　　　　権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 
  　　　　　　　　　　等特定の債権については個別に回収可能性を 
 　　　　　　　　　　　　　　　 勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
　　  ②　  　　　　　 ･･････従業員に対する賞与の支給に備えるため、当期 
 に負担すべき支給見込額を計上しております。 
　　  ③　  退職給付引当金 ･･････従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ 
 　　　　　　　　　　　  る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき 
 計上しております。 
  　　　　　　　　　　　　　　また、数理計算上の差異は、その発生時の従業 
  　　　　　　　　　　　　　　   員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年） 
  　　　　　　　　　　　　　　    による定額法により按分した額をそれぞれ発生 
 の翌期から費用処理することとしております。 
　　  ④　  　　　　　　　 ･･････役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に 
 基づく期末要支給額を計上しております。 
 なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定 
 する引当金であります。 
（５）　繰延資産の処理方法 
 　　　　　　　 　　･･････支出時に全額費用として処理しております。 
 

貸 倒 引 当 金  

賞 与 引 当 金  

役員退職慰労引当金 

新 株 発 行 費  
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   （６）　ヘッジ会計の方法 
　　 ①　ヘッジ会計の方法 ･･･････金利スワップについては特例処理を採用 
　　　　　　　　　　　　　　　　 しております。 
　　  ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ･･･････ヘッジ手段     金利スワップ取引 
 ヘッジ対象     借入金の利息 
　　  ③　ヘッジ方針 ･････････････借入金の金利変動リスクを回避するため、 
 金利スワップ取引を行っております。 
　　 ④　ヘッジ有効性の評価方法 ･･･････ヘッジ手段は、特例処理の要件を満たして 
 おり有効性はあるため、特段の評価は行っ 
 ておりません。 
   （７）　消費税等の会計処理 ･･･････税抜方式によっております。 
 
２.　注記事項 
   （１）　受取手形割引高 ････････････････････ ･ ５０８,７７２千円 
   （２）　繰延税金資産の算定にあたり控除した金額 ･････････  ３７,３１３千円 
   （３）　有形固定資産の減価償却累計額 ･･････ ９,９７３,０４６千円 
   （４）　担保に供している資産 
　　 ①　建　　　　物･･････････････････････  ６５４,６７５千円 
　　 ②　機械及び装置･･････････････････････  ８３２,９３９千円 
　　 ③　土　　　　地･････････････････････ ２,５５５,２１２千円 
　　 上記以外に取引保証金として保証金１５,０００千円を担保に提供しております。 
   （５）　商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付したことにより増加した 
　　　 純資産額･････････････････････････････１３３,１０３千円 
   （６）　１株当たり当期純利益 ･･･････････････････４８円８３銭 

 ＊記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
３. 　会計方針の変更 
　　  当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に 
　 関する意見書」（企業会計審議会　平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会 
　 計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成１５年１０月３１日）を適用して 
　 おります。 
　　  これにより税引前当期純利益は、２０３,８１８千円減少しております。 
 




